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所得分布と高齢化社会における税制改革 *)
岡 本 章
第 Ⅰ節 序 論
わが国では,現在急速に人口の高齢化が進行中である｡今後さらに高齢化
の進展はその速度を増していくものと予測されるが,勤労世代の全人口に占
める比率の低下に伴う税収入の確保の問題,および人口の年齢構成の変化に
依る公平性の歪みの問題が生じている｡このようにわが国では,租税システ
ムを,未曾有の高齢化というドラスティックな構造変化に対応したものに,
早急に改革する必要に迫られている｡さらに,わが国の所得分配が近年不平
等化してきたことを示唆する研究 (例えば楠木他 (1994)など)もあり,累
進税制を含めた,高齢化社会の税制改革の方向性について検討を行うこと
は,重要な課題である｡また,租税体系とその運用方法によって,その国の
生産 ･消費活動や資源配分,所得分配などが大きな影響を受ける｡税制が生
産 ･消費活動ひいては経済成長に与える影響については,数多くの研究がな
されてきた｡しかし,税制に関して総合的な議論を行うためには,効率性の
みならず公平性の側面の分析が不可欠である｡税制は所得の再分配にも多大
な影響を及ぼすが,この影響をも取り入れた分析を行うためには,所得に異
*)本稿は,大阪大学にて開催された1996年度理論 ･計量経済学会本大会および同年の大
阪大学での公共経済学研究会での報告論文を大幅に加筆 ･修正したものである｡本稿の
作成過程で,京都大学の橘木俊詔教授,大阪大学の跡El直澄教授,一橋大学の麻生良文
助教授,大阪学院大学の日高政浩助教授,関西大学の橋本恭之致授,および研究会の参
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質性を導入することが必要となる｡そこで,本稿ではモデルに所得の連続分
布を導入し,効率性のみならず,同時に公平性の分析をも行っている｡
本稿の課題は,高齢化社会への移行において,労働所得税の累進度や所得
分布の分散の違いが,社会的厚生にどのような影響を与えるのかについて,
所得分布を考慮したモデルを用いて分析を行うことである｡現実的な所得分
布を考慮した社会的厚生関数を用いた分析を行うことにより,高齢化社会の
到来に向けた,今後の税制改革についての指針をより総合的に得ることがで
きるものと考えられる｡
高齢化社会への移行を反映する形でシミュレーション分析を行う場令,塞
本的枠組としてはライフサイクル一般均衡モデルが適している｡この手法を
用いた研究は,その有用性からこれまで国内外で数多く行われてきた (例え
ばAuerbach他 (1989),本間他 (1987a)など)｡しかしながら,そのほと
んどが効率性の範囲内のみの分析であり,世代内の公平性の問題を捨象して
きた｡モデル面では,それらのほとんどがいわゆる代表的家計の分析に止
まっており,世代内部の所得再分配の問題を取 り扱うことが不可能であっ
た｡AuerbachandKotlikofr(1983b)および岡本 (2000)では所得に差異を
もつ低 ･中 ･高所得者の3人の代表的家計による分析を行うことにより,世
代内公平性の問題を取り扱っている｡しかしながら,これら2つの研究は,
いずれも3所得層のモデル ･ケースの分析に止まっている｡そこで,本稿で
は,より一般的に所得の連続分布を明示的にモデルに導入して分析を行って
いる1)｡
本稿では,寿命の不確実性と意図せざる遺産を導入した,拡張されたライ
フサイクル一般均衡モデルを用いてシミュレーション分析を行った｡本稿の
目的は,次の2点に関して,高齢化社会への移行も含めて考慮することであ
る｡1つは,労働所得税の累進度の変化が,社会的厚生に与える影響につい
て検討することである｡もう1つは,所得分布の分散の変化の経済効果を定
量的に分析することである｡
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本稿の特徴は,次の3点である｡まず第1に,所得に連続分布を導入し,
その導入に当たって現実のデータを用いている点である｡これにより,各所
得層間の労働の効率性の格差,および各所得層の全体に占めるウェイトが現
実的になる｡また,所得分布の分散を明示的にモデルに導入することによ
り,高齢化社会への移行に伴い所得分布の分散に変化がある場合など,分散
の変化が経済に与える影響を厳密に分析することが可能になる｡さらに,所
得分布を考慮した社会的厚生関数を導入することにより,税制が社会全体の
経済厚生に与える影響をより総合的に捉えることが可能になる｡
第2に,本稿では寿命の不確実性に基づく意図せざる遺産の存在を仮定し
ているが,これまでの相続方法よりも,はるかに現実に近い形で遺産の受け
渡しを行っている点である｡このような手法を用いたモデルでの遺産の受け
渡しに関して,ほとんどの先行研究では,社会全体において,死亡した家計
の保有していた資産が50歳の家計に相続されると仮定されていた (例えば跡
田･加藤 (1993)など)0→方,岡本 (2000)ではより現実的に遺産の受け
渡しが,低 ･中･高所得層のそれぞれのグループ内部で行われると仮定され
ている｡さらに,本稿では,その相続が同一の労働効率をもつグループ内部
で行われる｡すなわち,本稿では,連続分布において1つの点で表される同
一の労働効率をもつグループ内部で,その相続が行われる｡これに伴い,逮
産相続はこれまでのモデルよりも,受け渡しの範囲がはるかに狭まることに
なり,より現実に近い仮定となっている｡また,各家計の所得の差異がライ
1)第Ⅲ節で説明されるように,本稿では,平均的賃金労働者の年齢一労働効率プロファ
イルe､に対するウェイトxに連続分布が導入されている｡Wを賃金率とすると,wx e ､
は,各家計にとっての租賃金率とみなすことができ,労働所得に分布が導入される｡本
モデルでは,利子所得は労働所得を源泉としてのみ発生すると仮定していることから,
利子所得にも分布が導入され,所得に関して分布が導入されることになる｡但し,仝税
体系が比例税であると仮定した場合には,労働の効率性の分布の分散と所得分布の分散
は-一致するが,累進労働所得税の下では,これらは一致しない｡なぜならば,累進課税
の下では課税前と課税後の労働所得の分散が異なり,利子所得は課税後の労働所得の分
布に応じて発生するからである｡
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フサイクルの各時点での資産に,厳密に反映されるため,この点でも現実に
近い分析が可能となっている｡
第3に,国税庁 (1993)｢第119回 国税庁統計年報書 (平成5年度版)｣の
源泉所得税と申告所得税のデータを集計することにより,本稿では個人所得
税全体を網羅している点である｡独自に集計したデータを用いて,各家計と
平均的家計との労働効率の格差を表すウェイトx,労働所得税の累進度およ
び所得分布の分散を表すパラメータのcalibrationを行っている｡
本稿の構成は,以下の通りである｡まず,第Ⅲ節では分析の枠組 (モデ
ル)が提示され,第Ⅲ節では,シミュレーション分析の方法が述べられる｡
第Ⅳ節では,シミュレーション結果とその解釈,および政策的インプリケー
ションが示される｡第Ⅴ節では,要約と結論,および今後の課題が述べられ
る｡
第Ⅱ節 モ デ ル
本稿で用いるライフサイクル一般均衡モデルの特徴は,次の3点である｡
第1に,ライフサイクルモデルであることにより,個々の家計の,生涯全
体にわたる適時的な効用最大化行動を基礎としていることである｡同時に世
代重複モデルであることにより,人口の年齢構成の変化による貯蓄供給の変
化などを,厳密に取り扱うことが可能である｡
第2に,一般均衡モデルであることにより,ライフサイクル理論によって
決定される貯蓄は,資本市場において実物資本と結び付けられ,産出水準に
影響を与える｡部分均衡モデルとは異なり,貯蓄の変化は利子率の変化をも
引き起こして,貯蓄水準や産出水準にも影響を与えることになる｡
第3に,寿命の不確実性とそれに伴う遺産行動を考慮したモデルであれ
ば,寿命の確実性を仮定したモデルに比べて,特に高齢期の消費 ･貯蓄行動
を現実的に捉えることが可能となる2)｡また,寿命の不確実性の導入に当
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たって,現実のわが国のデータである生命表を用いるので,この面からもシ
ミュレーションは現実性を持つことになる｡
本稿では,基本的に75期間のライフサイクルを持つ世代が重複している経
済を用いて,シミュレーション分析を行う｡モデルは,家計 ･企業 ･政府の
3部門から構成される｡以下では,それぞれの部門の基本的構造について順
に述べ,最後に市場均衡の条件を示す｡なお,モデルは碓散的時間で,1年
を単位として記述される｡
(1) 家 計 部 門
家計部門は,所得のみが異なる家計の行動により定式化する｡所得の差異
は,労働の効率性の差異に基づくものと仮定する｡家計の労働効率の分布
は,0から無限に高いものまで,対数正規分布に従って連続的に分布してい
るものと仮定する｡xesを労働の効率性の尺度とし,平均的賃金労働者の年
齢-労働効率プロファイルe.Vに平均的には一致するものとする3-｡ここで,
xはe､に対するウェイトである｡xは平均 1,分散 exp(C'2)-1(0<x<cx')
2)寿命の確実性を仮定したモデルでの消費プロフアイ)i,は,右上がりの直線となる｡-一
方,本稿のように寿命の不確実性を仮定した場合には,生存確率が低くなった時点での
期待効用のウェイトが小さくなるため,超高齢期の消費が低 くなるように,消費プロ
ファイルの曲線が描かれる｡(〔AppendixE〕の図を参照のこと｡)
3)平均的賃金労働者の年齢一労働効率プロファイルe､の推走に関しては,『平成6年賃
金構造基本統計調査』(1994)を用いて仝労働者について次のような推計を行った｡推定
には,次の回帰式を用いた｡
Q-ao+a.N+a2N2
但し,Q は時間当たり賃金,N は年齢である｡なお,わが国では賞与の給与に占める
割合が高いことから,賞与についても時間当たり賃金に含めている｡推定結果は,次の
通りである｡
〟() 〟l 〟2
-2.12653 0.207861 -0.00223731 S.E.-0.136
(-8.09994) (14.8385) (-13.4930) R2-0.967
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の対数正規分布に従うものと仮定すると,xの確率密度関数は,次式で表さ
れる｡
f(x,-xTk exp[-;(.-+;)2] (1)
ここで,0.は労働効率の分布の標準偏差である｡
家計は,21歳の時に意思決定主体として登場して最長で95歳まで生存する
が4',寿命の不確実性が存在し,この生存期間中に毎期ある確率で死亡する
ものと仮定する｡j+20歳の家計がj+21歳にも生存している確率をqJ..U
とすると,21歳の家計がS+20歳まで生存している確率psは
∫-1
ps-Ilq/.lLI
J-I
(2)
で表される｡家計の効用は消費のみに依存し,余暇一労働供給に関する選択
は行わないものとする｡すなわち,労働供給は非弾力的であると仮定す
る5)｡また,各家計の効用関数は同一であると仮定し,家計は将来の期待生
存確率をも考慮して,ライフサイクル全体にわたる期待効用を最大化するよ
4)75世代重複モデルを仮定する理由について説明すると,最長100歳まで生存する可能性
をもつ80世代重複モデルの場合には,家計の資産プロファイルにおいて90歳以上の超高
齢期に借り入れ行動が観られる｡これは,超高齢期では期待生存確率が低くなり過ぎる
ために生じたものと考えられる｡最長95歳まで生存する可能性のある75世代重複モデル
を仮定することにより,このような借 り入れ行動を消滅させることが可能である｡な
お,資産プロファイルについては,〔AppendixE〕の図を参照のこと｡
5)AuerbachandKotlikoff(1987)の分析で行われているように,効用関数において消費に
加えて余暇を導入することにより,労働供給の弾力性を仮定することも可能である｡し
かしながら,本稿の分析対象である日本では,最近の推計によると,労働供給が課税後
賃金率に関してかなり非弾力的であることが示されている｡例えばAsano=Fukushima
(1994)によると,労働供給の (補償)賃金弾力性は大きくみても0.27程度との結果が
出ている｡これは,代替効果の大きさのみを推計したものであり,所得効果をも考慮し
た実際の労働供給の賃金弾力性は,さらに小さくなると考えられる｡従って,余暇-労
働供給に関する選択は,わが国の現状ではそれほど自由にできないと考えられる｡
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うに,消費 ･貯蓄選択の意思決定をすると仮定する｡平均的賃金労働者に対
する,労働効率のウェイトxの家計の21歳における,ライフサイクル全体
での期待効用は
75
U(x,-占 ∑pso･折… tc"x,)弓 (3)7L1-1
のように時間について分離可能型,かつ相対的危険回避度一定の適時的効用
関数で特定化する｡ここで,C.～(x)は労働効率についてのウェイトxの家計
の S+20歳での消費水準,6は時間選好率,Tは異時点間の代替の弾力性の
パラメータである｡労働効率についてのウェイトxの家計のS+20歳での予
算制約式は
As.1(x)-tl+r(1-T,))A (∫)+(1-Tw(wxe､)-Tp)wxe.,
+b.～(x)+a.,(x)-(1+TL)C､.(x)
(4)
として表される｡
ここで,rは利子率,Wは労働の効率単位当たり賃金率とする.wxe.ゞ
は,各家計にとっての粗賃金率とみなすことができる｡家計は21歳からRE
+20歳まで労働供給を行い,その後は労働供給はゼロと仮定する｡
税体系は,労働所得税 ･利子所得税 ･消費税により構成されるものとす
る｡労働所得税に関しては,次のように累進課税の適用が行われる6'｡α,β
を累進度を表すパラメータとすると,課税ベースがZのときの,平均労働所
1
得税率Tw(I)はα+亘βZ･限界労働所得税率はα+βZで表される｡β-0の
とき,比例税となる｡αが小さいほど,そしてβが大きいほど,累進度は高
6)累進課税の導入方法に関しては,AuerbachandKotliko什 (1983b)･(1987)と同様の手
法を採用している｡わが国では,利子所得の20%分離課税が行われており,このような
実状を鑑み,利子所得については累進課税を適用しないことにした｡すなわち,本稿で
は累進課税を所得に対してではなく,労働所得に対して適用している｡
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くなる｡(4)式での7-W(wxe.,)との表記は,Twが wxe～の関数であることを
示す｡また,利子所得税と消費税については比例税を通用 し,利子所得税率
をT,,消費税率をTcで表す｡
また,年金制度については,労働効率についてのウェイ トxの家計の年
金給付額をれ(x),給付率をO,標準報酬年額をH(x),年金支給開始年齢を
∫r+20歳とすると,次式のように定式化される｡
任 意 ≡:H'x' :三≡ 言;; ここで,帥 )-諾 wxeL- (5)
このように,年金給付額 b.,(x)は,各家計の労働効率の差異を反映 したもの
となっている｡なお,T/,は年金保険料率を表す｡
さらに,労働効率についてのウェイ ト方の家計が ∫期の期首に保有する
資産をAL,(x), S+20歳の時点で相続する遺産をa.～(x)とする｡遺産は,寿命
の不確実性の導入と整合的な意図せざる遺産の存在を仮定 し,死亡 した家計
の保有 していた資産が同一の労働効率性 xe､をもつグループ内部で50歳の家
計に相続されると仮定する7)｡従って,遺産a､(x)はS-30のとき正の値 を
とり,それ以外のときは0となる｡労働効率についてのウェイトJの家計
が50歳の時点で受け取る遺産a3.(x)は,同一の労働効率をもつグループ内の
遺産総額をBQ,(x)とすると,
7)本稿では同一の労働効率をもつ家副のグループ内部で遺産の受け渡しがなされると仮
定しているが,現実には親と子が必ずしも同一一の労働効率をもつわけではない｡当然の
ことながら,親よりも子のほうが労働効率が高い場合もあれば,逆に低い場合もある｡
しかし,平均的には親と子が同一の労働効率をもつという簡単化のための仮定を置いて
も差し支えないであろう｡また,本稿では,議論の簡単化のために,死亡した家計の遺
産は50歳の家計に相続されるとの仮定を置いた｡なお,跡田･加藤 (1993)では,遺産
を受け渡すタイミングに関する分析が行われている｡
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a30(x)
BQl(x)
NTP30(1+n)-29 75
ここで,BQt(x)-N,∑h-p,.I)(1+n)I'Ay.I(x)､'-I
(6)
として定義される｡
家計の適時的効用最大化行動は,制約式(4)のもとでの(3)式の敢大化問
題として捉えられる｡その結果,労働効率についてのウェイトxの家計の
最適消費経路は,次式のように表現される｡
cJ x,-[(Pf)eiiT )rcJx) (7)
初期消費 cl(x)が決まれば,(7)式より家計の消費C,(x)の時間的経路が定
まる｡すると,(4)式より家計の資産A,.(x)の時間的経路が求まる.また,
(3)式からは,家計のライフサイクル全体での効用 U(x)が定まる｡(cl(x)
の導出過程については 〔AppendixA〕を参照のこと｡)
社会的厚生関数については,ここでは各ケース間での厚生の大小関係を比
較することが目的であることから,重複して存在する世代の効用の総計を求
めて社会全体での厚生を用いて比較する必要はなく,一世代の生涯効用で代
表することができる｡本稿では,次式のように,所得分布を考慮した社会的
厚生関数swを用いているH)｡
Sl■=If(x)U(x)dx (8)
ここで,高齢化定常状態 (2025年)においても,初期定常状態 (1995年)
と同一の労働効率の分布を仮定 して,｢社会的厚生｣を導出している '`)｡
従って,これら2つの定常状態において,各家計について全く同一の消費プ
ロファイルが導出された場合には,高齢化状態の方が,期待生存確率が高い
ことから社会的厚生が高くなる｡また,所得分布を十分位の所得階層に分割
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し,最も低い所得階層を ｢低所得層｣ ･最も高い所得階層を ｢高所得層｣と
し,それぞれの効用wP Aw wを次式で定義する｡
03575
wp-II(x,U(x,dx
w-/:52,f(x,U(x,dx
(9)
(2) 企 業 部 門
企業は,資本と労働を用いて生産を行うと仮定する｡資本は同質的で減価
8)本稿で採用している効用関数の特性について説明すると,効用関数はマイナスの値を
とり,絶対値の小さいほうが効用水準が高くなる｡消費が増加し効用水準が高くなるに
つれて,0という上限に徐々に近づいていき,数値上の増加幅が/J､さくなる｡消費の小さ
な段階から1単位消費が変化したときの効用の数値上での変化は,消費の大きな段階か
ら1単位消費が変化したときの効用の数値上での変化よりも,はるかに大きい｡累進課
税が適用された場合には,低所得層の税負担が軽減され高所得層の税負担が増加するこ
とにより,低所得層の効用が上昇し高所得層の効用が低下する｡このとき,効用関数上
の性質により,低所得層の効用改善の数値上での変化幅は著しく大きく,一方高所得層
の効用悪化の数値上での変化幅は極めて小さい｡このため,低所得層と高所得層の所得
分布を考慮して,効用の単純合計で社会的厚生を評価する場合には,低所得層の効用の
改善が少しでもあれば,それが社会的厚生関数の数値上の変化の大部分を支配すること
になる｡つまり,効用の単純合計で社会的厚生を評価すると,低所得層であればあるほ
ど,その効用に高いウェイトを付与した格好になっている｡このような性質を十分に踏
まえた上で,本稿で採用している社会的厚生関数についての解釈を行うことが肝要であ
る｡第Ⅲ節の(8)式は一般には ｢ベンサム型｣と呼ばれている社会的厚生関数である
が,ここでは実際には ｢ロールズ型｣のように低所得層の効用に結果が大きく支配され
ている0本稿で,｢所得分布を考慮した｣社会的厚生関数と表現しているのは,以上の点
を掛酌してのことである｡なお,労働効率についてのウェイトxが0に非常に近い値を
取る超低所得層は,現実には生存が不可能であると考えられる｡そこで,この層を除い
た社会的厚生関数でもシミュレーションを行ったが,(8)式での社会的厚生関数を用い
た場合と定性的には同様の結果が得られた｡
9)この仮定は簡単化のための仮定であり,高齢化状態のケースでは労働効率の分布の分
散が拡大すると仮定したほうが現実的であるかもしれない｡なぜならば,高齢者の所得
分布の分散は一般的に大きく,高齢化社会では高齢者の比率が上昇するからである0
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しないものとし,一方,労働はその効率性のみが異なるものとする｡すなわ
ち,労働は完全代替であるが,所得階層の別,さらにその年齢により,労働
の効率性が異なる｡集計された生産関数を,議論の簡単化のために,次式の
ようにCES型 (資本と労働の代替の弾力性が一定の関数)で定式化する｡
】
yt-BleKtl++(11e'L,1 7 (10)
ここで,Ylは総生産,K,は総資本,L,tは効率単位で計った総労働供給量を
表す｡また,pは生産要素間の代替の弾力性のパラメータ,Eは生産におけ
る資本のウェイト･パラメータ,βは規模パラメータを示す｡また,生産
関数の一次同次性より,
Yt-rKt+wLl
が成立する｡
り 11
(3) 政 府 部 門
政府部門は,租税を調達して公共財を供給する一般会計部門と,公的年金
制度を運営する年金会計部門から構成される｡この2部門の会計は,独立に
なされているものと仮定する｡
一般会計のJ期における予算制約式は,
Dl+I-(1+r)Dt+Gl- TL
年金会計のt期における予算制約式は,
FT+A-(1+r)FT+R1-Bt
(12)
(13)
で表される｡ここで,prは公債,Grは公債の利子支払い以外の政府支出,
Ttは労働所得税 ･利子所得税 目肖費税からの税収,Flは年金積立金,RTは
年金保険料収入,Btは年金給付総額を示している.Gt,Tl,RT,Btは,そ
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れぞれ次式で定義される｡
75
Gl-NI∑p.y(1+n)-｡~I)g
l=1
Tt-X,+T,r･ASt+TcACI
R,-TpWL,
Bt-Nt.萎,ply0In,-｡~.'L∞f(x,bL"x,dx
(14)
(15)
(16)
(17)
ここで,Nfはt期に新たに意思決定主体として参入する家計の総数,n
は人口成長率,gは一世代当たり政府支出である｡(15)式でのⅩ′は労働所
得税収であり,累進課税が適用されることから次式で表される｡
xl-NTlw革 ､(.+n,-'･,~1)e･,.去W2pexp(C2,f p･小 n,-(-】)ef]
また,家計の供給する総資産ASl･総消費ACtは,次のように表される｡
AS,-Ntlp2(.In,守f(x,A2(x,dx･p3(.In,-2Lmf(x,A3(x,dx
･-+p75(1･ny74f加f(x,A75("dx]
Act-NTlpELuf'x'C.'x'dx･p2'1+n'JL uf'x'C2`x'dxu
･-･･p75(.･n,174L f(x,C75(x,dx]
なお,労働効率の連続分布の導入と関連した,これらの計算の詳細につい
ては 〔AppendixC〕を参照のこと｡
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(4)市 場 均 衡
最後に,資本市場 ･労働市場 ･財市場の3つの市場の均衡条件について述
べる｡
i)資本市場の均衡条件
家計の供給する総資産と年金会計の積立金が,実物資本と公債に等しいと
いう関係によって
ASt+Fl-Kl+Dl (18)
となる｡
i)労働市場の均衡条件
効率単位で計った,企業の需要する総労働需要量が家計の供給する総労働
供給量に等しいという関係によって
RE
LE-Nt∑p,(1+n)ll-Joe.～.ゝ=1
となる｡
ii)財市場の均衡条件
(19)
総産出量が,民間消費と投資および政府支出の和に等しいという関係に
よって
Yl-ACT+(K,+1-Kt)+GE (20)
となる｡
以上の方程式体系を連立させて,均衡値を求めるためにコンピュータを用
いて収束計算を行う｡
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第Ⅲ節 シ ミュ レーシ ョン分析 の方法
(1) 分 析 方 法
本稿では,各家計は完全予見の予想形成をしているとの仮定のもとで,ガ
ウス-ザイデル法によって,前節で提示したシミュレーション･モデルを解
いている｡具体的な計算手州別こついては,岡本 (2000)を参照のことO
(2) ケース分け
次に,ケース分けについて説明する｡ケースAは基準ケースであり,初期
定常状態において現行の累進度の労働所得税,20%の利子所得税および5%
の消費税を適用したケースである｡このケースと同一の労働所得税収が得ら
れるように,比例的労働所得税率を適用したケースがA-1である｡これら
と同一の労働所得税収が得られるように,本モデルにおいて最も高い累進度
を適用したケースがA-2である｡高齢化定常状態において,この3ケース
に対応するケースがそれぞれB･B-1･B-2である｡現行の累進度の労
働所得税,20%の利子所得税を適用し,高齢化社会-の移行に伴う負担の増
分を消費税で賄うケースがBである｡
また,本稿では所得分布の分散に関して現実のデータに基づいた推定値を
用いているが,現状よりも分散が縮小した場合 ･拡大した場合の影響につい
ても考察を行った｡所得分布の分散の縮小 ･拡大のケースとして,初期状態
についてはケースA-a･A…b,高齢化状態についてはケースB-a･
B-bを設定した｡なお,(9)式に相当する効用の計算に当たって,それぞ
れ十分位に分割するために,分散の縮小ケース (cr-0.1)では,低所得層
の労働効率のウェイトxの上限を0.8753,高所得層の下限を1.1311とし,紘
大ケース(0--1.0)では,低所得層の上限を0.1684,高所得層の下限を2.1849
とした｡
さらに,本稿では仝ケースを通じて税収一定の下で,消費税率を内生変数
- 7 2 -
所得分布と高齢化社会における税制改革 257
としている10)｡初期状態 と高齢化状態において経済に存在する家計の総数を
同一 とす るために,高齢化状態 についてはN,(t期 に新たに意思決定主体
として参入する家計の総数)で調整 を行 った｡その結果,Ntは,初期状態
では1.5,高齢化状態では1.098となった｡
i)ケースA(基準ケース) :
初期定常状態(1995年)において,現行の累進度の労働所得税を適用 し,20%
の利子所得税の下で,消費税率が 5%となるように設定する｡
i)ケースA-1:
ケースAにおいて,同一の労働所得税収が得 られるように,比例的労働所
得税に移行する｡仝税体系 について比例税 を適用する｡累進度 を表すパ ラ
メータ :β-0とする｡
ii)ケースA-2:
ケースAにおいて,同一の労働所得税収が得 られるように,労働所得税に
関 してモデル上最 も高い累進度 を適用す る｡累進度 を表すパ ラメー タ :
10)比較の観点から,本稿では,初期状態のケースA･A-1･A-2について,また高
齢化状態のケースB･B-1･B-2について,それぞれ基本的に労働所得税･利子所
得税 ･消費税による税収が同一になるように設定している｡なぜならば,税収一定の下
でも各ケース間で税構成が変化すれば,資本蓄積に対する影響をはじめ,様々な輝済変
数も変化するからである｡(詳しくは岡本 (1996)を参照のこと｡)しかしながら,各
ケース間で労働所得税の累進度が異なれば,賃金率,利子率,総資産,総消費などが異
なることから,税構成を厳密に全く同一にすることは不可能である｡ところが,実際に
各税率が適用されると,本稿のケース分けでは,ほぼ同一の税構成になっていることが
表1･2に示されている｡なお,本稿では,初期状態と高齢化状態とのケース分けに関
して,総人口が同一の下で-人当たり政府支出が同一との仮定を置いているが,高齢化
に伴い-人当たり政府支出が増加するとしたほうが現実的であるかもしれない｡しかし
ながら,ケース間で税収が異なるとそのことが新たに別の効果を引き起こしてしまうこ
とを考慮して,簡単化のためにこのような仮定を置くことにした｡従って,本稿では高
齢化に伴い労働人口の比率が低下するため労働所得や総産出量が減少し,このような意
味で総生産に占める政府支出の割合が上昇し,租税負担が増加するメカニズムを採用し
ている｡
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α-0とする｡
iv)ケースA-a'.
ケースAにおいて,労働所得税の累進度を同一としたままで,労働効率の
分散を縮小させる｡標準偏差0.-0.1とするo
v)ケースA-b:
ケースAにおいて,労働所得税の累進度を同一としたままで,労働効率の
分散を拡大させる｡標準偏差0.-1.0とする｡
vi)ケースB:
高齢化定常状態 (2025年)において,ケースAと同一の累進度の労働所得
税を適用し,200/.の利子所得税を通用するo初期状態 (ケースA)から高齢
化状態への移行に伴う負担の増加を消費税で賄う｡
vi)ケースB-1:
ケースBにおいて,同一の労働所得税収が得られるように,比例的労働所
得税に移行する｡全税体系について比例税を適用する｡累進度を表すパラ
メータ:β-0とする｡
vhi)ケースB-2:
ケースBにおいて,同一の労働所得税収が得られるように,労働所得税に
関してモデル上最も高い累進度を適用する｡累進度を表すパラメータ:
α-0とする｡
ix)ケースB-a:
ケースBにおいて,労働所得税の累進度を同一としたままで,労働効率の
分散を縮小させる｡標準偏差0-0.1とする｡
Ⅹ)ケースB-b:
ケースBにおいて,労働所得税の累進度を同一としたままで,労働効率の
分散を拡大させるo標準偏差6-1.0とする｡
-74-
所得分布と高齢化社会における税制改革 259
(3) パラメータの特定化
本稿では現実の日本経済を念頭に置いているので,初期定常状態 (1995
午)の基準ケース (A)のシミュレーション結果として得られる資本所得比
率,資本労働比率などの経済諸変数の値が1995年の現実値により近くなるよ
うに,次のようなパラメータの設定がなされている11)0
パラメータの値
時 間 選 好 率 ∂ニ 0ー.025
異時点間の代替の弾力性 7-0.2
生産要素間の代替の弾力性 〟-0.6
生産のウエイト.パラメータ 6-0.2
生 産 の 規 模 パ ラ メ ー タ β-0.942
生存確率p.､･のデータは,厚生省人口問題研究所 (1992)『日本の将来推計
人口 (平成4年9月推計)』の男女年齢各歳別将来生命表の1995年と2025年
のデータを利用し,男女の平均値を用いているO人口成長率nについて
は,初期状態では1%,高齢化状態では0%と仮定した｡この結果,21歳以
上の人口に対する老年人口 (65歳以上人口)の比率は,初期状態 (1995
午)･高齢化状態 (2025年)において,上述の厚生省のデータによると
19.2%･32.8%であるのに対して,シミュレーションでは21.8%･29.6%と
なっている｡これは,2つの定常状態の人口構成がほぼ現実に近い設定であ
ることを示唆するものである｡また,退職年齢を60歳,年金支給開始年齢を
65歳,標準報酬年額に対する年金給付率を65%とした｡
ll)パラメータの設定に当たっては,わが国のデータを用いて実際にパラメータの値の計
測を行った本間他 (1987b),および跡田 ･加藤 (1993)を主に参考にしたO税率,年金
保険料率などの設定の根拠については岡本 (2000)を参照のこと｡また,政府部門にお
いて,簡単化のためにD,-F1-0と仮定した｡
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表 1)労働所得税の累進度および所得分布の分散の遣いによる効果
(初期定常状態での比較)
ケース A A-1 A-2 A-a A-b
生 命 表 1995年 1995年 1995年 ･99可 1995年
人 ｢1成 長 率 1% 1% 1% 1% 1%
労 働 供 給 334.5 334.5 334.5 334.5 334.5
標 準 偏 差 0.642 0.642 0.642 0.1 1.0
労働所得税率 *累進税率 *比例税率 *累進税率 *累進税率 *累進税率
二 ∴ ∴ 缶≡060680 缶≡.?0126 匿 呂:8詰ま i彊 :呂詰る
利子所得税率 *20% *20% *20% *20% *20%
消 費 税 率 5.00% 5.00% 5.00% 6.56% 1.28%
年金保険料率 19.8% 19.8% 19.8% 19.8% 19.8%
K/L 3,18 3.ll 3.21 3,31 2.87
Y/L 1.12 1.ll 1.12 1.12 1.ll
K/Y 2.85 2.79 2.87 2.95 2.60
利 子 率 3.64% 3.76% 3.59% 3.43% 4.24%
賃 金 率 1.002 0.998 1.003 1.008 0.983
総 資 産 1,064.5 1,041.0 1,074.3 1,106.9 960.7
総 生 産 373.8 372.9 374.1 375.3 369.7
社 会 的厚 生 -3.202 -3.916 -2.954 -0.068 -211.272
低 所 得 層 -2.865 -3.522 -2.639 -0.012 -207.816
高 所 得 層 -0.00025 -0.00023 -0.00026 -0.00300 -0.00009
総 消 費 312.4 310.9 313.0 317.9 281.0
脚注)税率の前の*は税収に関して外生変数として与えたことを示す0
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表2)労働所得税の累進度および所得分布の分散の違いによる効果
(高齢化定常状態での比較)
ケース B B-1 B-2 B-a B-b I
生 命 表 2025年 2025年 2025年 2025年 2025if-1
人口成長 率 0% 0% 0% 0% 0%
労 働 供 給 300.6 300.6 300.6 300.6 300.6
標 準 偏 差 0.642 0.642 0.642 0.1 1.0
労働所得税率 *累進税率 *比例税率 *累進税率 *累進税率 *累進税率
α-0.0201 α-0,0679 α-0 α-0.0201 α-0.0201
-0.0089 -0 -0.0126 -0.0089 -0.0089
利子所得税率 *20% *20% *20% *20% *20%
消 賓 税 率 6.62% 6.63% 6.62% 8.13% 3.06%
年金保険料率 29.9% 29.9% 29.9% 29.9% 29.9%
K/L 2.95 2.89 2.96 3.01 2.78
Y/L 1.ll 1.ll 1.ll 1.ll 1.10
K/Y 2.66 2.61 2.67 2.71 2.53
利 子 率 4.08% 4.20% 4.05% 3.94% 4.44%
賃 金 率 0.988 0.985 0.989 0.992 0.978
総 資 産 885.5 868.7 889.9 906.3 836.5
総 生 産 333.2 332.5 333.3 334.0 331.1
社 会 的厚 生 -5.613 -7.132 -5.108 -0.120 -410.004
低 所 得 層 -5.020 -6.413 -4.559 -0.022 -403.848
高 所 得 層 -0.00046 -0.00042 -0.00049 -0.00536 -0.00017
総 消 費 282.9 281.4 283.4 287.9 255.4
脚注)税率の前の*は税収に関して外生変数として与えたことを示す｡
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第Ⅳ節 シミュレーション結果
(1) シミュレーション結果とその解釈
シミュレーションの結果が,初期定常状態については表1･高齢化定常状
態については表2にまとめられている｡以下では,次の3点に分けてシミュ
レーション結果について検証する｡
(i)人口の高齢化が経済に与える影響について (主にケースAとBの比較
を行う｡)
(i)労働所得税の累進度の違いが経済に与える影響について (主にケース
A-1とA-2の比較,およびケースB-1とB-2の比較を行う｡)
(ii)所得分布の分散の違いが経済に与える影響について (主にケースA-
aとA-bの比較,およびケースB-aとB-bの比較を行う｡)
(i)人口の高齢化が経済に与える影響
シミュレーションの結果,現行の租税 ･年金制度のもとでは,高齢化社会
への移行に伴い社会的厚生が大幅に悪化した｡初期状態 (ケースA)から高
齢化状態 (ケースB)への移行に伴い,社会的厚生は-3.202から-5.613へ
と悪化している｡このような大幅な社会的厚生の低下の原因として,高齢化
状態では資本労働比率 (K/L)が低下したため (3.18-2.95),賃金率が
低下 (1.002-0.988)し,厚生レベルが低下したと考えられる｡資本労働比
率 (K/L)の低下の原因としては,高齢化社会では貯蓄を取り崩す世代
(高齢者)の比率が上昇していることや,高齢化に伴う租税 ･年金負担の増
加が資本蓄積を阻害していることが考えられる｡
また,本稿では高齢化社会への移行に伴う負担の増加分を消費税で賄って
いるが 12),消費税率は5%から6.62%へと大幅に上昇している｡この結果
は,わが国の人口の高齢化が,いかに厳しいものであるのかを示唆するもの
と言えよう｡但し,本稿のモデルでは技術進歩を捨象している点に留意しな
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ければならない｡高齢化社会への移行の長期の間には,実際には,技術進歩
の存在が考えられる｡技術進歩を掛酌すると,高齢化状態での社会的厚生の
悪化を割 り引いて捉える必要がある｡
さらに,本稿のケース設定においては,高齢化社会への移行に伴い租税全
体での累進度が低下していることにより,所得再分配効果が弱まり社会的厚
生を低下させる効果をもった点にも留意する必要があるoつまり,ケースA
からBへの移行において,累進課税の行われている労働所得税収が小さくな
り,比例的消費税の増税が行われているため,累進構造が緩和されている｡
このような分配面での変化が,社会的厚生の悪化の 1つの要因となったと考
えられる｡
(i)労働所得税の累進度の遣いが経済に与える影響
労働所得税に関して現行の累進度よりも累進度を高めると,社会的厚生が
改善される結果となった｡すなわち,労働所得税の累進度のほんの少しの上
昇が,社会的厚生を大幅に改善し,逆に,累進度を緩和 し比例税に近づける
と,社会的厚生は大幅に悪化することが示唆された｡初期状態において,労
働所得税の累進度が高くなった場合の影響について考察するために,比例税
のケース (A-1)から累進税のケース (A-2)への移行を考慮する｡社
会的厚生は,-3.916か ら-2.954へ と改善 している｡低所得層の効用は
-3.522か ら-2.639へ と改善 し,逆に,高所得層の効用は-0.00023か ら
-0.00026へと悪化 している｡なお,高齢化状態においても,同様の結果が
得られた｡この理由として,次の2つを考えることができる｡
1つは,累進度が高いほど,税負担の時間的経路の変更を通じた,累進課
12)高齢化社会への移行に伴う負担の増加分を賄う財源調達法として,労働所得税,利子
所得税を採用する場合とは,経済に与える影響が大きく異なる｡本稿では,高齢化社会
への移行に伴う負担の増分を消費税で賄っているが,消賀税は賀本蓄積にとって最も有
利な財源調達法であることが岡本 (1996)において示されている0
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税のもつ資産増加効果が大きく,総消費が増加し,社会的厚生改善の1つの
要因となったと考えられる13)｡例えば,ケースA-1の総消費が310.9であ
るのに対して,累進度の高いケース (A-2)での総消費は313.0となって
いる｡もう1つは,本稿で採用している社会的厚生関数との関連で低所得層
の効用に高いウェイトを付与していることに起因するものである｡つまり,
効用関数の数値上の特性により,低所得層の効用の変化が,社会的厚生関数
において支配的になることである｡(詳しくは,脚注8を参照のこと｡)
そこで,これら2つのうち,どちらが主たる要因であるのかを検証するた
めに,感度分析を行った｡(この感度分析については 〔AppendixD〕を参照
のこと｡)その結果,後者のほうが前者よりも,その効果が大きいことが示
された｡すなわち,総消費の増加は確かに社会的厚生の改善要因ではある
が,その一部を説明するに過ぎないことが示唆される結果となった｡この要
因よりもむしろ,累進度が高いほど社会的厚生が高くなる主要な原因として
は,累進課税の適用に伴う低所得層の効用の上昇が高所得層の効用の低下よ
りも,本モデルで採用している効用関数の下では,はるかに大きくカウント
されることが考えられる｡従って,社会的厚生は,効率面からの影響は小さ
く,ほとんどが分配面での変化だけを反映したものとなっている｡なお,本
稿では効率性の指標として資本蓄積への効果を採用し,公平性の指標として
社会的厚生を採用している｡
(ii)所得分布の分散の遣いが経清に与える影響
ここでは,まず所得分布の分散の違いが,所得分布を考慮した社会的厚生
に与える影響について考察を行い,次に,低 ･高所得層それぞれの効用に与
13)ここでの資産増加効果とは,累進労働所得税の通用により課税後労働所得のライフサ
イクルにおけるパターンが変化し,労働所得の小さい若年期に低い労働所得税率が課さ
れるため,主に若年期の借り入れが減少することにより生じると考えられる効果であ
るO(詳細については岡本 (2000)を参照のことO)
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える影響について検討する｡最後に,全税体系が比例税であると仮定した場
合に,所得分布の分散の違いが経済に与える影響について考察を行う｡
まず,所得分布の分散の違いが社会的厚生に与える影響については,分散
が縮小すれば (ケースA-a)社会的厚生が改善し (-0.068),分散が拡大
すれば (ケースA-b)悪化する (-211.272).分散が0に近いほど確率 1
で一人の代表的家計が存在するケースに近くなり,社会的厚生は上昇する｡
従って,社会における所得分布の均一性が高くなればなるほど,社会的厚生
は上昇する｡この理由は,次のように考えられる｡先述したように,本稿で
採用している効用関数の数値上の特性により,社会的厚生において消費の小
さい低所得層の効用が支配的な位置を占める｡このため,分散の小さい場合
には,この層のウェイトが小さくなることにより,効用関数での数値上の特
性と関わって,社会的厚生が改善されるものと考えられる｡逆に,分散の大
きい場合には,消費の小さい低所得層のウェイトが大きくなることにより,
社会的厚生が悪化するものと考えられる14)0
但し,本稿では,所得分布の分散の違いの影響を検証するためのケース分
けに当たって,労働所得税の累進度が同一のもとで分散の縮小 ･拡大を導入
し,これに伴う労働所得税収の変化に村する,税収を一定に保つための調整
を消費税で行っている点に十分に留意する必要がある｡労働所得税の累進度
を表すパラメータα,βが同一の場合には,所得分布の分散が大きいほど労
働所得税収は大きくなる｡これは,分散の大きい場合には,高所得層のウェ
イトが高くなるが,累進課税の特性により,逓増的にこの層の累進労働所得
税率が高くなることに起因すると考えられる0分散縮小のケース (A-a)
14)標準偏差と対数正規分布の確率密度関数 (第Ⅲ節の (1)式)の形状の対応関係につ
いて述べ,所得分布の分散と各所得層の全体に占めるウェイトの対応関係について説明
する｡標準偏差が小さい場合には,平均の1付近でほぼ左右対称で尖った形状になる｡
標準偏差が大きくなるにつれて,最頻値が小さな値にシフトし,かつ非常に大きな値に
ついてもその確率は大きくなる｡所得分布の分散が大きいほど,高所得層のウェイトが
大きくなるため,累進労働所得税の下では労働所得税収が大きくなると考えられる｡
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と拡大のケース (A-b)の比較を行うと,ケースA-aのほうが労働所得
税収が小さく (17.6),税収の調整を消費税率で行っていることから,消費
税率が高い (6.56%)｡財源調達法としては,消費税が最も資本蓄積を促進
し,総生産も大きくなり,総消費も大きい｡(財源調達法の分析に関して
は,岡本 (1996)を参照のことo)ケースA-aの総消費は317.9,ケース
A-bの総消費は281.0である｡この点が分散縮小ケースの社会的厚生の改
善,分散拡大ケースの社会的厚生の悪化の1つの要因になっていると考えら
れる｡
さらに,ケースA-aとA-bとでは税収全体での累進度が異なるために
分配上の変化が生じているが,これが社会的厚生に与える影響にも留意すべ
きである｡ケースA-aのほうがA-bよりも,累進課税が行われている労
働所得税収が小さく比例的消費税の占める割合が大きいことから,税収全体
での累進度が小さい｡この点では,ケースA-aのほうがA-bよりも社会
的厚生が低くなる効果が,分配上の影響を通じて働いたものと考えられる｡
にもかかわらず,ケースA-aのほうがA-bよりも社会的厚生がはるかに
大きい結果が得られた｡これは,上で述べた2つの効果 (すなわち,低所得
層の全体に占めるウェイトの違いがもたらす効果,および税収の調整におい
て消費税を用いることによる効果)のほうが,定量的にはるかに大きいこと
を示している｡
次に,所得分布の分散の縮小 ･拡大が,低 ･高所得層の効用に与える影響
について検討する｡分散縮小のケース (A-a)では,低所得層の効用は
-0.012,高所得層の効用は-0.00300となり,大差は無く,不平等度が小さ
いことが示唆されている｡これとは対照的に,分散拡大のケース (A-b)
では,低所得層の効用は-207.816,高所得層の効用は-0.00009であり,檀
めて大きな格差が存在し,不平等度が大きいことが表されている｡
最後に,仝税体系が比例税であると仮定した場合に,所得分布の分散の違
いが経済に与える影響について考察を行う｡税体系全てが比例税のケース
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(A-1)に関して,分散のパラメータを変化させてその影響を検証した｡
その結果,比例税体系の場合には,所得分布の分散の大きさに関わりなく,
総消費,総資産などの集計値は,確率1で代表的家計一人が存在する場合と
全く同一になった｡従って,累進課税の場合にのみ,所得分布の分散がマク
ロ経済変数に影響を与えることが示唆されることになった｡これは〔Appendix
c〕において,数式を用いて証明した通りの結果である｡また,比例税,累
進課税両方の場合に,所得分布の分散が大きい場合ほど,社会的厚生は低く
なる｡これは,分散が大きい場合には,低所得層のウェイトが高くなること
により,もたらされる結果であると考えられる｡
(2) 結語-政策的インプリケーション
(i)人口の高齢化が経済に与える影響
高齢化社会への移行に伴い,現行の租税 ･年金制度のもとでは,資本労働
比率 (K/L)が顕著に低下し,社会的厚生が大幅に低下する結果となっ
た｡従って,社会的厚生の大幅な低下を阻止するためには,資本蓄積促進政
策を採用する必要がある｡例えば,利子所得の非課税政策や税収に占める消
費税の割合を上昇させることなどが考えられる｡(財源調達法としての消費
税の性質に関しては,岡本 (1996)を参照のこと｡)
(i)労働所得税の累進度の違いが経済に与える影響
所得分布を考慮した社会的厚生関数で評価した場合に,ほんの少しの累進
度の上昇が社会的厚生を大幅に改善するとの結果が得られた｡従って,累進
度を緩和してフラット税制にしようというのが近年のわが国の傾向である
が,わずかな累進度の緩和が大幅な社会的厚生の損失を引き起こしている可
能性があることを,この結果は示唆している｡
(ii)所得分布の分散の違いが経済に与える影響
高齢化社会への移行において,所得分布の分散が拡大する場合には,社会
的厚生は悪化し,逆に,分散が縮小する場合には改善することが示された｡
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従って,社会的厚生の観点から累進度を高める政策が支持されるが,とりわ
け高齢化社会への移行において所得分布の分散が拡大する状況では,より
いっそうこの政策が支持されることになる｡
(3) 留意すべき点
本稿でのシミュレーション結果の解釈に当たって留意すべき点として,吹
の4点を挙げることができる｡
まず第1に,本稿での分析の結果,労働所得税の累進度が高いほど資本労
働比率 (K/L)が上昇し,また,社会的厚生も改善するという結果が得ら
れている｡この結果を文面通りに受け取れば累進度が高いと良いことずくめ
となってしまうが,労働所得税の累進度がいくら高くなっても労働インセン
テイヴに全く影響を与えないという本稿での仮定に留意すれば,決してそう
ではないことは明白である15)｡従って,労働所得税の累進度の高い場合のほ
うが資本労働比率が上昇するというシミュレーション結果の主要な原因が,
本稿では労働供給の非弾力性の仮定を置いていることにあると考えられる｡
累進課税が労働供給に与えるマイナスのインセンテイヴを考慮すると,累進
課税の適用に伴う資本労働比率の増減については,ア･プリオリには決定で
きない｡(詳細に関しては,岡本 (2000)を参照のこと｡)
15)わが国の現状では依然として終身雇用制が根強く残っており,中途採用は稀なことか
ら,統計的データからはAsano=Fukushima(1994)のように,労働供給の非弾力性の仮定
を支持する結果が得られる｡しかし,統計的数字としては現れない労働意欲の減退,坐
産性の低下を掛酌し,累進度を上昇させる場合にはその度合いに応じて,効率単位で
計った総労働供給量の減少を仮定した分析を行う必要がある｡但し,これを反映する形
で,累進度の上昇に伴う労働供給の減少を数量的に表現するには,どうしてもアド･
ホックな仮定を贋かざるを得ないという問題が生じる｡(〔AppendixD〕を参照のこと｡)
なお,本稿の分析の主眼は,あくまでも労働所得税の累進度および所得分布の分散の違
いがもたらす経済効果の相対的な比較にあるため,労働供給の非弾力性の仮定は本質的
な問題ではない｡肝要なのは,本稿でのシミュレーション結果が,労働供給の非弾力性
の仮定の下で得られた結果であることを充分に留意した上で,結果の解釈を行うことで
ある｡
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第2に,本稿では労働効率に関して分布が導入されているが,どの年齢に
おいても各家計問の労働効率の格差は常に一定との仮定を置いている｡しか
し,現実には各家計間の労働効率の格差は,加齢と共に拡大する｡岡本
(2000)において導出した学歴別の年齢一労働効率プロファイルで観ると,
平均的賃金労働者よりも上の層では,加齢と共に上方に乗離し,逆に,下の
層では加齢と共に下方に乗離することが示されている｡所得分布を考慮する
のであれば,加齢に伴う分散の拡大を導入するほうがより現実的である｡本
稿では,単純化のために所得分布の分散は年齢間で一定との仮定を置いてい
るが,加齢に伴う分散の拡大が存在する場合に,本稿での分析結果がどのよ
うな方向に修正されるのかについて認識しておく必要がある｡この点に関し
ては,平均より下の層 ･上の層を表す2人の代表的家計による分析により,
加齢に伴う分散の拡大のインプリケーションを得ることが可能であり,
〔AppendixE〕で補うことにする｡
第3に,本稿では各所得層間で労働の効率性の点を除けば同一と仮定して
おり,効用関数についても同一との仮定を置いている.しかしながら,例え
ば,低所得層の時間選好率が高所得層の時間選好率よりも高いことを示唆す
る実証研究が存在する (Hausman(1979),Lawrence(1986)など)0
第4に,シミュレーション結果は与えられたパラメータの値に依存するた
めに,結果の解釈には十分な注意が必要である｡パラメータの感度分析も
行ったが,紙面の制約により省略する｡(パラメータの感度分析について
は,岡本 (2000)を参照のこと｡)これらの点に十分留意した上で,今後の
高齢化社会の到来に向けた,累進課税の累進度を含めた税制の選択に関し
て,本稿は一定の政策的含意を持つものと考えられる｡
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第Ⅴ節 結 論
本稿では高齢化社会-の移行において,労働所得税の累進度や所得分布の
分散の違いが,効率性や社会的厚生などにどのような影響を与えるのかにつ
いて,所得分布を導入した拡張されたライフサイクル一般均衡モデルを用い
てシミュレーション分析を行った｡その結果,次の3点の結論が得られた｡
まず第1に,人口の高齢化が社会的厚生に与える影響については,現行の
租税 ･年金制度のもとでは,高齢化社会への移行に伴い資本労働比率が顕著
に低下し,社会的厚生は大幅に低下する｡
第2に,労働所得税の累進度の違いが経済に与える影響については,所得
分布を考慮した社会的厚生で評価した場合,累進度のほんの少しの上昇が,
大幅に社会的厚生を改善する結果となった｡
第3に,所得分布の分散の違いが経済に与える影響については,分散が縮
小すれば社会的厚生が改善し,逆に,分散が拡大すれば悪化する｡従って,
社会全体での所得分布の均一化が進めば進むほど,経済厚生が高まることが
示唆された｡
また,本稿では次の2点の政策的インプリケーションが得られた｡1つ
は,累進税率のフラット化がわが国の近年の傾向であるが,税率のフラット
化は多大な社会的厚生上の損失をもたらす可能性があることが示唆されたこ
とである｡もう1つは,社会的厚生の観点から累進度を高める政策が支持さ
れるが,とりわけ高齢化社会への移行に伴い,所得分布の分散が拡大する状
況で,よりいっそうこの政策が妥当性をもつことである｡
最後に,今後に残された課題を述べることにする｡
まず第1に,本稿では労働供給の固定されているモデルを採用したため
に,労働所得税率がいくら高くなっても資源配分の歪み (超過負担)は引き
起こさない形になっている｡労働供給の可変性をモデルに導入し,より現実
に近い分析を行う必要がある｡
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第2に,本稿では,現実的な所得分布を考慮してシミュレーション分析を
行ったが,年齢間を通じて所得分布の分散は一定との仮定を置いている｡所
得分布を考慮するのであれば,より現実的には,加齢と共に分散が拡大して
いく要素をモデルに導入する必要がある｡
第3に,本稿では意図せざる遺産のみを導入しているが,意図的な遺産も
モデルに取り入れる必要がある｡とりわけわが国においては,戦略的遺産動
機の現実妥当性が高いと考えられる｡
第4に,税制の変更は,移行期世代と将来世代とに対して異なった効果を
持つので,定常状態での比較のみではなく移行過程の分析に拡張することが
望まれる｡これらの問題の克服は,今後の課題としたい｡
〔AppendixA〕
第Ⅱ節での家計の適時的効用最大化問題は,制約式 (4)のもとで (3)式を最大化す
る問題として捉えることができるO各家計について,次式のようにラグランジュ関数を置
く｡ここで,入､(∫)は労働効率についてのウェイ トxの家計の予算制約に関するラグラン
ジュ乗数を示す｡
･b"x)+(,.(x)-(1･T()Cjx)]
一階の条件を求めると,
aL(x) [
元 方 -Pr(1+6)-(､~ り (ch )巨 人､(x)(1+T,)-0
-旦 吐 -=一入､(,).入汁L(x)(1+,(1-T,))=0
∂A､十1(∫)
(A)式について-一期後のものとの比をとり,(B)式を用いて整理すると,
C･･"x,-[(pf)(誓 崇 〉rcJx)
が得られる｡
(7)
次に,初期消費 C.(x)を求めるために,ライフサイクル全体での予算制約式 を考慮す
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る｡まず,(4)式を∫-1,2,･-,75について逐次代入していく｡その際,意図的な遺産の
存在を仮定しないことによる,端点条件 :Al(x)-A76(x)-0を用いる｡その結果,
75 RE
∑tl+r(1-T,))-'TLl'(1+Tc)C†(x)-∑tl+,(1-T,)†小 1'[1-Tw(wxes)-Tp]wxe95=1 r=1
75
+∑ (1'r(I-',))-'S-'bJx)+ (1.,(1-,,))~29a,o(,)†=ST
が得られる｡上式に (7)式から導出される
C"x)-a)7[T T 'l'~1)C.(x, (7I)
を代入するとcl(x)の億が求められる｡
lAppendixB]
国税庁 (1993)｢第119回 国税庁統計年報番 (平成5年度版)｣を用いて,源泉所得税と
申告所得税の集計により独自に算出したデータが,表に示されている｡まず,平均的賃金
労働者に対する労働効率のウェイトxの設定方法について述べ,次に,労働所得税の累進
度の設定方法について説明を行い,最後に,労働効率の分布の標準偏差の設定方法につい
て述べることにする｡
まず,労働効率についてのウェイトJの設定方法に関して説明する｡表はクロス ･セク
ション･データであるが,各所得階級の平均年齢に大差が無いことなどから,本稿では労
働効率の分布として採用することにする｡まず全体での平均年収を求めた上で,その平均
年収 (約471万円)を1に基準化した場合の所得をxとしている｡表より,年収2,000万円
以下すなわち∬-4.25以下までで,全体の99.1%が含まれることが示唆される｡本稿のモ
デルにおいて,理論的には労働効率のウェイトxは0から∞までの借をとるが,シミュ
レーションにおいてはx-0からx-4.8以下までで計算を行っている｡(これは年収約2,263
万円以下に相当し,この範囲で全体の99.70/.が含まれる｡)なぜならば,xが極めて大きい
値をとる超高所得層の場合には,労働所得税率が非常に高くなり年金保険判も含めて,こ
れらを労働所得から差し引いた可処分所得が,年金給付額と比較して小さくなり過ぎる｡
このため,若年期の借り入れが極めて大きくなり,消費 ･貯蓄行動が非現実的なものと
なってしまうからである｡
次に,労働所得税の累進度の設定方法について説明を行う｡本来ならば,労働所得税率
を被説明変数･芸wx有を説明変数として累進度を表すパラメータα,βの推定を行うべきで
あるo(佃.し,百は,初期状態における人口成長率および生存確率を考慮した,esの平均値
である.)しかしながら,このようなデータはわが国では入手不可能であるために,本稿で
は,次の手順でパラメータの鵬 を行っているoまず,平均所得税率を被説明変数,去wxi
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を説明変数として,労働所得比例部分のパラメータβの推定を行う｡推定の結果,β-0.0089
が得られた｡次に,このβの推定値を所与iとし,かつ利子所得税率を200/.としてシミュ
レーションを行い,その結果内生的に決まる,消費税率が5%かつ経済全体の平均所得税
率が表の数値8.15%に近 くなるように,定数項部分のパラメータαの推定を行うO つま
り,マクロ的に現実のデータと符合するように,その調整項としてαを用いたわけであ
る｡データの制約のために次善の策として,このような方法を採用することにしたoこの
結果,先の推定により,定数項部分のパラメータ石-0.0167が得られ,後の推定により調
整を行った結果,α-0.0201との推計値が得られた｡
なお,現実の税制においては,基礎控除が存在する｡従って,分析をより現実的なもの
とするためには,所得から基礎控除を差し引いた上で税率の適用を行う必要がある｡
鋸麦に,労働効率の分布の標準偏差の設定方法について説明するO すなわち,第Ⅱ節の
日 )式で表される労働効率のウェイトxの確率解度関数における,標整偏差Uの設定方
法について述べる｡次の推定式を用いて,最小二乗法によりcrを推定した｡
12
∑[耳-P,(U)12/-I
ここで,i(F'-1,2,･-,12)は,表のデータの各所得階級を表すop,は全体の人数を1
に基準化した場合の,表のデータでの各所得階級の構成比を表すop,(o･)はL番目の所得階
級が全体に占める理論的確率を表し,次のように定義されるo
pL(6,-/:I.f(x",dx
所柑 特級 人数 戸~. 総所得 ･l'L.Y,JlyJT柑 tl(~､l/JfJ) Xi(I-JlFd;-) 税縦 '1;-均桝柑(万トリ) (丁.人) (鰍かヒ) (卜億) (jjllJ) H一位)相手く(%)
1 - 100 3,543 0.0692 2,685 75.8 0.16 0.212 29 1.08
2 100- 20〔) 5,977 0.1167 9,252 154.8 0.33 0.424 249 2.69
3 2()Op- 300 8,990 0.1756 22,766 253.2 0.51. ().636 840 3.69
4 300- 4()0 8,899 0.1738 31,064 349.I 0.74 0.849 1,264 4.07
5 400- 500 7,052 0.1377 31,591 448.0 0.95 1.061 1,342 4.25
6 500- 600 5,100 0.0996 28,003 549.1 1.Il 1.273 1,299 4.64
7 600- 700 3,459 0.0676 22,399 647.6 1.37 1.485 1,180. 5.27
8 700- 800 2,404 0.0470 17,933 746.0 1.58 1.697 1,146 6.39
9 800-1,000 2,584 0.0505 22,964 888.7 1,89 2.121 1,907 8.30
lO 1,000-i,ZOO 1,285 0.0251 14,099 1,097.2 2.33 2.546 1,604 ll.38
ユユ 1,200-1,500 904 0.()177 12,067 1,334.9 2.83 3.182 1,867 l5.47
12 1,500-2,000 566 0.011 9,684 1,711.0 3.63 4.243 2,029 20.95
13 2,000- 435 0.0085 16,835 3,870.1 8.21 4,903 29.12
(.LuLu,i-｢朋見目 (1993)｢約119lLIH蛸川紙,.川 批1i(､l′成5イ‡雌搬)J)
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ここで,x,は表で示されるように,各所得階級の区切り (上端)となる点である｡推定を
行った結果,o･-0.642との結果が得られた｡Atoda他 (1988)では1975年 ｢所得再分配調査
個票｣に基づいて,対数正規型の所得分布の推計を行っているQここでは,再分配前の全
家計に関して標準偏差cr-0.659との推定結果が得られており,本稿の推定結果に近い推計
値となっている｡
なお,ここではクロス･セクション･データが用いられていることに十分留意する必要
がある｡例として標準偏差について説明すると,クロス ･セクション･データであること
により,若年 Ir中年 ･高年層などあらゆる年齢の人々が含まれているO従って,ここで推
定された標準偏差は,ある一時点 (1993年)において経済に存在する全人口の所得の標準
偏差であり,本来必要とされる,コーホートを同じくする人々の所得の標準偏差ではな
いQ同一コーホートにおいては年齢の経過と共に所得の標準偏差が拡大するが,ライフサ
イクル全体でのその平均的な値が,本稿で必要とされる標準偏差の倍である｡同一コー
ホートに属する人々の所得の標準偏差の拡大の経過を調べるためには,彼らを長期間にわ
たって追跡した,いわゆるパネル ･データが必要であるが,このようなデータはわが国で
は利用できない｡このようなデータの制約上の問題,および表のデータの各所得階級の平
均年齢に大差が無いことなどから,次善の策としてクロス･セクション･データを用いる
ことにした｡
lAppendixC]
ここでは,第Ⅱ節で説明した労働効率の連続分布の導入に伴う,労働効率の分散が数式
上どのような形で経済諸変数に影響を及ぼすのかについて考察を術う｡(1)式で表される
確率常夜関数を用いると,
xの平均が1であることより,
帥 )-1∞F(x,x血 -i
xの分散がexp(o12)-1であることより,
v(･r)-El(x-E(x,,2]-E(x2)-2E(x,I1-L∞f(x,x2dx-1-exp(62,-i
･/∞f(x,x2dx-exp(J2,
(a)
(b)
が成立するoまた,〔AppendixA〕で示されるように,労働効率についてのウェイトxの家
計の初期消費C】(∫)は,次式で表される｡
C)(x)-
Rf. 75
W芸 R小 '[1-T-I,(wxe,)~Tp]xeJ .S,R-'～~■'bl(x)+R~29alO(x) (C)
(1十,''至R- (出 す｡~り
ここで,R=1+,(ト T,)である0分敵02は/(l'b)L式を経由して経済諸変数に関わってい
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る｡そこで,この観点からx2の項に着目することにする｡Cl(x)に関して (C)式によ
1
り,次の点が示唆されるo Tw(I)とxe,との積 αe､x+亘βwei2x2により,x2の項 (βがiEの
とき)が生じる｡またb､(x)はxの項をもち,分母は定数になるO従って,Cl(x)は,x2の
項 (βが正のとき)･xの項をもつ｡
(7)式より,労働効率のウェイトxの家計の各期の消費C,(x)(S-1,2,-･,75)は,
x2の項 (Pが正のとき).xの項をもつOまた (4)式より,A､+.(x)(S-1,2,･-,75)
ち,x2の項 (βが正のとき)･xの項をもつ｡従って,a,O(x)は,x2の項 (βがltのとき)･
xの項をもつ ｡なお,労働効率のウェイトxの家計の効用関数は (3)式で表されること
から,異時点間の代替の弾力性T-0.2のとき,
U(x)-頼 x2.bx)~4+姉 x2+dx)JA+-･叫 ,5(ex2十fx)M4
の形で表される｡
以上より,累進労働所得税の適用を行わず仝税体系が比例税のとき,すなわちβ-0の
ときには,Cr(x),AJ+1(x)(S-1,2,.･.,75)は共にxの項のみをもち,x2の項はもたな
い｡この場合には総消費AC,･総資産AStは,(a)式を適用するとxの項は消去され定
数となり,山人の代表的家計が確率1で存在する場合と同一になる｡つまり,仝税体系が
比例税であると仮定した場合には,xの平均が1であることから,総消費,総資産などの
集計値は,一人の代表的家計が確率1で存在する場合と全く同一になる｡
累進労働所得税の適用により,このような関係が崩れ歪みが生じる｡数式 Lではβが正
の値をとり,x2の項が加わる｡この場合には,(a)式のみならず (b)式を適用すること
により,総消費 .総資産が計算されるが,exp(cr2)の項がそれぞれに含まれるOこの結果,
労働効率の分散o･2が経済諸変数に影響を与えることになる｡つまり,比例税体系の下で
は,所得分布の分散はマクロの集計値に全く影響を与えず,累進課税が適用されてはじめ
てそれらに影響を与えることになる｡累進労働所得税収x,の計算については,以下で具体
的に示したが,これと同様の言I算式が総消費 ･総資産などの場合にも得られることにな
る｡総消費,総資産などの計算の詳細については,紙面の制約により割愛する｡
xt-N,葺 pj(1十n,-'守f(x,(a(wxe局 β(wxel,2)dx
-NtwaleLPL∞ f(x,x血H eREPRE(1In,-IRE-]'L∞f(x,xdx]
INl;W2βlefpL/∞j(x,x2dx･･･IIeR2EPRE(.In,JlZE-)'/叩f(x,x2dx]
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-NElwa葺pi(.･n,-'H'e一･Zw2p; pyo･n,-'～-1)es2Luf(x,x2b]
仁'(a)式より)
-N,lwα葺 pso+√ 1)e一･Zw2βexp(J2,葺 pr(len,-｡~"e32] (∵ (b)式より)
なお,第2項を通じて,所得分布の分散がマクロの集計値に影響を与える｡第2項は,
累進労働所得税の適用に伴って生じる歪みの部分と言うことができる0
〔AppendixD〕
シミュレーション結束によると,労働所得税の累進度が高いほど社会的厚生が商いとい
う結果が得られた｡そこで,まず,この結果の主要な原因が,累進課税のもつ資産増加効
果により総消費が増加したことに起因するものであるのか,あるいは効用関数上の特性に
より低所得層の効用に高いウェイト付けがなされていることに起因するものであるのかを
検証することにした｡累進課税のもつ資産増加効果により,総資本が増加し,総生産の増
加に伴う総消費の増加が,社会的厚生の改善の要因となったことが考えられる｡そこで,
労働供給の変化を外生的に与えることにより感度分析を行Tい,この効果を定量的に検証す
ることにした｡
ここで検証するケースは,現行の累進課税のケース (A)と比例税のケース (A-1)
であり,社会的厚生はそれぞれ-3.20･-3.92(格差0.72)である｡そこで,累進課税か
ら比例税への移行を考慮 した場合の労働供給に与えるプラスの影響を考慮 して,外生的に
比例税のケースの労働供給を増加 (334.5-340.1)させることにより,比例税のケースの
総消費を累進税のケース (A)の総消費 (312.4)と同一水準になるように調整したOこの
ように労働供給の修iEされた比例税のケースが,A-Cである｡この結果,比例税のケー
ス (A-C)の社会的厚生は-3.85に改善したが,0.07という小幅の上昇にとどまった｡
これは,ケースAとA-1の社会的厚生の差異の主たる要因が,低所得層の効用に高い
ウェイト付けがなされているという効用関数上の要因にあることを示唆 している｡また,
累進課税のケース (A)と比例税のケース (A-C)とで総消費は全 く同一 (312.4)であ
るが,社会的厚生で評価するとそれぞれ-3.20,-3.85であり,大きな差異が存在する｡こ
れは,累進課税が適用されると,総消費の各所得層間での配分の変化に伴い,低所得層の
効用が改善し,社会的厚生が高くなることを示唆している｡
そこで,次に,累進課税から比例税への移行に伴う労働供給の増加を外生的に与えた場
合に,どの程度の労働供給の増加があれば,累進課税のケースと同一-水準の社会的厚生
(-3.20)杏,比例税のケースにおいても維持することができるのかについて定量的に検
証したOなぜならば,シミュレーションの結果,累進課税のケース (A)から比例税の
ケース (A-1)への移行に伴い,社会的厚生は大幅に悪化 しているが,その主要な理由
として,本稿では労働供給の非弾力性の仮定を置いていることが考えられるからである｡
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具体的には,比例税のケース (A-1)の社会的厚生 (-3.92)が現行の累進課税の
ケース (A)の社会的厚生 (-3,20)と同一水準になるように,労働供給の増加を外生的
に与えることにより,感度分析を行った｡このように労働供給の修正された比例税のケー
スが,A-dである｡この結果,現行の累進課税から比例税に移行 した場合には21.7%も
の大幅な労働供給の増加 (334.5-407.2)を仮定してはじめて,現在と同水準の社会的厚
生を維持できることが示唆された｡従って,累進度を緩和して比例税に近づける場合に
は,それに伴う相当に大幅な労働供給の増加が軽い限り,社会的厚生の観点からは,比例
税を指向する政策は支持 されない結果となったoなお,ケースA-cIA-dについて
は,労働供給の増加を外生的に与えていることから,完全な一一般均衡モデルではないこと
に留意する必要がある｡
A-d 407.2 327.6 -3.20 4.21% 4.03% 0.989 4.51.7 1,208.7
〔AppendixE〕
本稿の分析では,所得分布を導入しているが,その分散は年齢間で常に一定との仮定を
置いている｡そこで,加齢に伴う分散の拡大が存在する場合には,その要素がどのような
影響を経済に与えるのかを検証することを目的として,本論とは別のモデルを構築 しシ
ミュレーション分析を行ったO平均より下の層 (低所得層)･上の層 (高所得層)を表す2
人の代表的家計による分析を行うことにより,所得分布に関して加齢に伴う分散の拡大が
ある場合のインプリケーションを得ることがHl一能である｡Creedy(1992)では,所得分布
の分散の拡大が年齢の1次の増加関数で表されることが示されている｡そこで,x/e" xJ'e～
を低 ･高所得層の年齢一労働効率プロファイル,〃を分散の大きさを表すパラメータと仮
定すると,
平均より下の層 :xl-I-IS
平均より上の層 :xh-1+ps
と表現できるO本稿ではFL-0.0125と設定したが,この場合には.9-1のときxl-0.9875,
XIE-1.0125であり,加齢に伴い徐々に両者の格差は拡大 していき, S-4OのときxL-0.5,
x/I-1.5となる｡この格差は,学歴別の年齢-労働効率プロファイルに照らし合わせると,
ほぼ現実に近い数値であると考えられる｡(学歴別の年齢-労働効率プロファイルについて
は,岡本 (2000)を参照のこと｡)なお,紙面の制約から,モデルについての説明は省略す
るが,この点を除けば本論のモデルとほぼ同じである｡
このようなモデルの定式化の結果,低所得層の年齢一労働効率プロファイルは,傾きの
嬢やかな曲線を描き,対照的に,高所得層の場合には,傾きの急な曲線を描 く｡両者の労
働所得のライフサイクルにおける,このようなパターンの差異に着目して,以下の3点に
ついて考察を行った｡
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まず第1に,低 ･高所得層の年齢一消費プロファイルの比較を行う｡消費の時間的経路
を表す (7)式より,年齢一消費プロファイルの傾きは,低所得層と高所得層とで全く同
一である｡消費の水準において,両者の年齢-消費プロファイルに差異が生じるO
第2に,低 ･高所得層の年齢一資産プロファイルの比較を行う｡累進労働所得税を適用
した場合の両者の年齢-資産プロファイルが図に示されている｡低所得層の場合には,勾
配の嬢やかな年齢一労働効率プロファイルを反映して,相対的に若年期の借 り入れの小さ
い形状となる｡典型的な例としては,中卒 ･小企業勤務のブルーカラーの行動を考えるこ
とができる｡高所得層の場合には,勾配の急な年齢一労働効率プロファイルを反映して,
相対的に若年期の借り入れの大きな形状となる｡典型的な例としては,大卒 ･大企業勤務
のホワイトカラーの行動を考えることができる｡
第3に,累進労働所得税の影響について考察を行う｡累進労働所得税は,低所得層の税
負担を減少させ,高所得層の税負担を増加させる｡同時に,個人の課税後労働所得のライ
フサイクルにおけるパターンを変化させるO低 ･中 ･高所得層の3人の代表的家計による
岡本 (2000)の分析では,3所得層において効用関数のみならず年齢一労働効率プロファ
イルの形状についても同一との仮定を置いていた｡このために累進労働所得税が課された
場合に,後者のみが総資産増加効果をもち,前者は総資産に全く影響を与えなかった｡と
ころが,本モデルでは低 ･高所得層の効用関数は同山であるが,年齢-労働効率プロファ
イルの形状が異なる｡このために,先述したように,両者の資産プロファイルの形状も異
なることから,前者も総資産に何らかの影響を与えるものと考えられる｡両者の資産プロ
年齢一資産プロファイル (累進労働所得税)
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ファイルの形状が異なる場合には,低所得層の若年期の借 り入れのほうが相対的に小さい
ため,前者も総資産増加効果をもつものと考えられる｡
シミュレーションの結果,総資産は比例税のケースで956.1,累進労働所得税のケースで
985.4となったOまた,累進労働所得税のケースと低 ･高所得層の間の税負担比率は同一
で,しかし,個人の課税後労働所得のライフサイクルにおけるパターンは変化 しないケー
スを設定 した｡すなわち,累進労働所得税のケースにおける低 ･高所得層それぞれの労働
所得税収と同一になるように,各々の層については-律の比例的労働所得税率5% ･8.1%
を適用したケースを設定したが,その結果,総資産は961.3となった｡従って,累進労働所
得税の導入に伴う総資産の増加の内訳としては,低 ･高所得層の間の税負担の変化による
ものが17.7%,個人のライフサイクルにおける課税後労働所得のパターンの変化によるも
のが82.3%となった｡従って,低 ･高所得層の年齢一労働効率プロファイルの形状が異な
る場合には,累進労働所得税が適用されると,借 り入れが相対的に少ない低所得層の税負
担が軽減されるため,両者の間の税負担比率の変化も総資産増加効果をもつことが示唆さ
れた｡また,累進労働所得税の導入に伴う,総資産増加効果の主要な原因が,個人のライ
フサイクルに関わる要田であることが定量的に示唆される結果となった｡
最後に,岡本 (2000)では,低 ･高所得層について年齢一労働効率プロファイルの形状
は同一と仮定 していたが,累進労働所得税のもつ資産増加効果は,累進課税の特性によ
り,税率の変化の大きい高所得層のほうが低所得層よりも相対的に大きくなった｡この理
由は,次のように考えることができる｡累進労働所得税の適用により,労働所得の′トさい
若年期の労働所得税率は低 く,労働所得の大きい壮年期には高 くなる｡このとき,高所得
層のほうが低所得層よりも労働所得が大きいことから,累進課税の下では,ライフサイク
ルでの労働所得税率の変化幅が相対的に大きく,課税後の労働所得のパターンがより緩や
かになる｡これに伴い,主として若年期の借 り入れが相対的に小さくなることにより,低
所得層よりも高所得層の資産増加効果が大きくなると考えられる｡-方,本モデルでは,
高所得層の年齢一労働効率プロファイルのほうが,低所得層よりも勾配が相対的に急なも
のとなる｡従って,本分析では,両者の年齢一労働効率プロファイルの形状の差異を反映
して,岡本 (2000)の仮定の下での分析と比較して,よりいっそう高所得層については労
働所得税率の変化が大きく,逆に,低所得層については小さくなる｡このため,累進労働
所得税のもつ資産増加効果に関する,両者の差異も定量的に拡大するものと考えられる｡
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Income Distribution and Tax Reforms
in Aging Japan
Akira Okamoto
This paper examines the effects of changes in the variance of income
distribution on both capital accumulation and social welfare in Japan, the
society with an aging population. To analyze the problem, we adopt a
simulation approach for an extended life-cycle general equilibrium model
of overlapping generations with continuous income distribution. The
simulation results indicate that the changes in the variance affect
economic variables under a progressive tax scheme but they do not under
a proportional tax scheme. The results also show that social welfare
greatly increases as the variance shrinks. Therefore, the recent shift in
Japan, where the taxation system has tended in effect to become flat, may
cause a significant damage to social welfare.
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